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水産資源の特徴

•再生産性 → 上手く利用すれば持続的
鉱物は取ったら終わり

天然の再生産に大きく依存する点で農業とは異なる

•無主物性 → 漁獲されて初めて人の所有下に置かれる
漁獲をコントロールする仕組みがなければ
漁獲競争（先取り競争等）が生じやすくなる

場の管理者と利用者が異なると影響が大きい

•不確実性
魚群は目に見えない：現状把握の不確実性

自然要因で資源は変動：変動機構が未解明

産卵と生残過程が見えない：
将来把握の不確実性

漁業者の行動も不確実（なように見える）
水産庁漁業白書より漁業へ加入＝加入量
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世界の海面漁業の資源利用状況

持続的に利用されている資源は66％まで減少、34％が過剰に漁獲されている状態

(漁獲量で見ると、持続的に利用されている資源は79％)

まだ開発の余地のある資源は6.2%

この状態をどう捉えるかについては、異なる意見がある

(FAO, SOFIA 2020)



世界の漁業資源を巡る二つの考え方

全体の 66%が、完全または不完全な開発にあり、34%のみが過剰開発や乱獲状
態にあると読めば・・・

➢ 現段階としては成功裡にあるという評価 (Hilborn et al. 2005)

➢ 世界の食料需要を満たし飢餓や貧困を撲滅していくためには海の生産力を最大限利
用することが必要であり、全ての資源を十分(Fully)に活用することが理想である、
という考え方に基づく

35%近い過剰開発を減らしていくことはどちらも重要

全資源の 94%が、完全に(Fully)または過剰に(Over)利用されているか、枯渇

(Depleted)状態にあると解釈すれば、・・・

➢ 早急に漁業を通じた食料生産を大幅に縮小し、低下した資源を回復すべきであると

いう結論

➢ 海の資源や生物は、できるだけ手付かずの状態にあることが望ましいという考え方

に基づく

(ミレニアム生態系評価報告書 2005)



持続的な漁業発展

持続可能な開発目標

(Sustainable Development Goals: SDGs)

MDGｓを土台として2015年に作成

2番目「飢餓への対処と食料安全保障」

８番目「持続的な経済成長、生産的な完全雇用」

14番目「持続可能な開発のための海洋、海洋生物資源の持続可能な利用」

世界の食料需要を満たし飢餓や貧困を撲滅していくために、海洋の全ての資源を十
分 (Fully) に活用していくことが必要

同時に、乱獲や過剰開発を減らしていくことが重要



欧米諸国と比較した漁業制度の大きな違い

英米法諸国の漁業制度

日本の漁業制度

• 海の資源や、自然の恵みはオープン・アクセス。全ての国民が平等に利用する権利。

• 水産資源を含めた自然環境の適切な管理は政府の義務。

• 資源管理は、政府が自然科学に基づいてトップダウン式に実施する (TAC)

• 利用・分配については利用者間の自由競争に委ねる原則 (ITQ)

• 米国などで公的責務とされている資源管理・執行という役割の一部を、地元の資源利用者

(漁業者ら)が担う。

• 地元関係者を特定し漁協や漁業権が発達。地元ルールを知らないよそ者は排除されやすい。

• 国際学会や国際機関ではこのような管理制度を共同管理 (Co-management)と呼び、評価

➢ 多数の小規模漁業者が多様な魚を利用し、政府の規模・予算が小さく、魚への依存
度が高いアジア太平洋やアフリカ沿岸の諸国では、日本型制度の方が適用しやすい。

➢ 経済貨幣)効率性は高くないが、雇用の効率性や地域維持効果は高い



資源評価の対象種とそのレベル (平成30年まで)

２００海里内資源
(水産機構・水産試験場 共同対応)

マイワシ マアジ マサバ
ゴマサバ サンマ スケトウダラ
ズワイガニ スルメイカ マアナゴ
ウルメイワシ ニシン カタクチイワシ
ニギス マダラ イトヒキダラ
キアンコウ キチジ ホッケ
アマダイ類 ブリ ムロアジ類
マチ類 マダイ キダイ
ハタハタ タチウオ イカナゴ類
サワラ ヒラメ サメガレイ
ムシガレイ ソウハチ アカガレイ
ヤナギムシガレイ マガレイ ウマズラハギ
ベニズワイガニ トラフグ ケンサキイカ
ヤリイカ シャコ ホッコクアカエビ
東シナ海底魚類（キグチ、シログチ、ハモ、エソ類、
マナガツオ類、カレイ類） (５２魚種 ８４系群)

沿岸資源(複数県)
(水産試験場対応・水
研センター助言指導)

ウスメバル
マコガレイ
アイナメ
キンメダイ
トビウオ類
イカナゴ
ムロアジ類
メイタガレイ
コウイカ
ハモ
ガザミ
イサキ
キビナゴ
アカムツ など
（２３魚種 ９８海域)

国際資源
(水産機構対応)

クロマグロ
ビンナガ
キハダ
メバチ
カツオ
メカジキ
マカジキ
その他カジキ類

サメ類

小型鯨類

さけ・ます類

イカ類など
(４０魚種 ６８海域)

➢重要水産資源をカバーしており、海面漁業生産量の約７割を占める(国際的な資源管理魚種等を除いて試算)

➢漁獲統計の捕捉率は、 単一種61%＋類似種群27%だが、特に沿岸漁業で重要な地域特産種には漏れ
ている種類が多い

沿岸資源(単県)
(水産試験場対応)

（??魚種 ??海域)



評価対象魚種の拡充

令和３年度までに、192魚種の資源評価を実施する体制を整備



資源調査・操業実態データの集約と解析

リアルタイムデータ
➢ 調査船による産卵情報データ
➢ 体長測定データ等

データ登録時に解析結果計算
➢ TAC消化状況

毎日の水揚げ入力データ

迅速な解析と報告
➢ 漁海況予報
（年3回 7・12・3月）

➢ 資源評価
（年1回 7～9月）

➢ ABC補正
（年1回 3～4月）

その他必要に応じて集約するデータ
➢ 体長組成、年齢別漁獲尾数等生態特性情報
➢ マサバ・ゴマサバの比率等、生物特性情報
➢ 漁業者からの聞き取り情報
➢ 農水省 生産統計年報等の公式情報

旬毎に集計されるデータ
➢ 操業位置
➢ 旬別操業網数
➢ 日当り・網数当りの漁獲量
北まきの操業情報に基づいて集計

水
研
機
構
･

水
産
試
験
場

水産庁

月毎に集計されるデータ
➢ 各県月別水揚量等
➢ 産地市場（市場月報）
➢ 北部まき網の月別漁獲量等データ

水
産
研
究
・
教
育
機
構関係者から

メール等で
入手

漁
業
団
体
･

産
地
市
場

マサバ太平洋系群の例



資源評価を反映した管理施策の実施
イカナゴ伊勢・三河湾系群の事例

開始日決定
市場価値の高い体長35mmに達する日を仔稚魚調
査、試験操業等のデータを基に予測

終了日決定
日々の水揚量を基に残存親魚量を推計

関係水産試験場が主体的に実施

資源状況・
漁獲量の把握

指導・助言

分析データ
の提供

《資源評価》
資源評価の結果記述

資源水準：低位

動向：横ばい

資源管理の方策・提言
・資源の乱獲抑制のため、事前

調査により漁獲開始日を決定

・産卵親魚量を一定(20億尾)に

保つため、漁獲量データに基

づき漁獲終了日を決定

水産機構

関係水産試験場
との連携で実施

《資源管理指針》
管理目標
産卵親魚保護による
初期資源量確保

管理内容
対象漁業:
機船船びき網

管理措置:
・操業期間制限
・区域制限 等

《資源管理計画》
具体的措置内容
操業期間制限 等

操業期間決定方法
開始日及び終了日を水
試データを基に決定

管理計画に記
載した措置を
着実に実施

漁業者
愛知県・三重県

愛知･三重の関係漁協

資源管理計画とは何か



現在の漁業管理制度と漁業者の自主的な取組

➢ 自主的取組みで、資源の持続的利用を図
りながら、経営の安定化を目指す漁業。

➢ 地元の漁業者らが、科学的な知見を考慮
しながら、地域の漁業や資源の状況に応
じた禁漁期や漁具の制限など、多様な施
策を柔軟かつ長期的に実施。

➢ 柔軟で順守率が高く（とも監視）、税金
が少なくて済む。

日本の漁業管理制度

資源管理の自主的取組 (資源管理計画)

➢ 地元資源利用者（漁業者）の組織である漁業協
同組合に、漁業権を優先的に付与。

➢ 漁業権の設定は、漁業者の代表を含めた
「漁業調整委員会」で協議。

➢ 各海域の細かい規則は、地元漁業協同
組合の内部で自治的に決定。

漁業権漁業 知事許可漁業 大臣許可漁業



資源管理計画 (総計画数2,100)と資源管理協定

Ａ
類

漁業者の操業そのものを自粛する
ことで漁獲努力量を削減

休漁、個別割当、操業時間制
限、操業日数制限 等

Ｂ
類

漁業者の操業そのものを自粛しな
いが他の手法で漁獲努力量を削減

グループの総量上限設定、漁
具規制、漁獲物規制 等

Ｃ
類

資源の増大に資するもの 種苗放流、漁場整備(藻場造成
等)

資源管理計画の内容

（自主的管理措置）

操業の自粛をともなうもの(A類)

を１つ以上

Ａ類を含まない場合は、漁具規制

など 漁獲努力量を 削減するもの

(Ｂ類)を含む２つ以上の措置(Ｂ類

＋Ｂ類又はＣ類)を必須。

➢ 新漁業法の下で、令和5年度までに、資
源管理計画は資源管理協定へと移行

➢ 資源評価対象魚種については、資源評価
結果に基づき、資源管理目標を設定

➢ 資源評価未実施のものについては、利用
可能な最善の科学情報を用い、資源管理
目標を設定

➢ 検証結果は公表、透明性の確保を図る

資源管理計画 →資源管理協定

大臣管理の5漁業は既に移行

➢ かじき等流し網漁業

➢ 海外まき網漁業

➢ 日本海B海域ずわいがに漁業

➢ 大中型まき網漁業

➢ かつお・まぐろ漁業



水産研究・教育機構が取り組んできた科学情報提供

➢ 現行法制度の下で水産システム全体を評価する
ために、４つの評価軸 (資源の状態、生態系・環
境への影響、漁業の管理、地域の持続性)を設定

➢ 水産研究・教育機構の研究成果に基づき、水産
物の持続性を総合的に評価

➢ 評価基準、評価結果、評価の根拠となったデー
タ等を公表

➢ 40種69群について、評価結果を公表済み

➢ 水産エコラベル取得の際の基礎情報として活用されている



オリパラ調達基準とその後の制度変革

➢法令遵守
➢資源管理計画 (天然)
➢漁場改善計画 (養殖)
➢労働安全関連法令

➢水産エコラベルの取得
MEL
MSC
ASC

➢ 国内水産物優先
➢ 海外産のトレーサビリ
ティー重視

➢エコラベルの認証などを取得し
た品でなくても、資源管理計画
や漁場改善計画あれば良い

➢資源管理計画は非公開
➢資源管理計画では魚種の特定が
出来ない

➢生態系保全の視点が不十分

➢世界基準の水産エコラベル軽視

オリパラ調達基準

環境NGOによる批判

➢資源管理計画の拡大(2,100)
➢令和5年度までの資源管理協定(公開)
への移行

➢漁場改善計画については、我が国の
養殖施策の転換により、来秋にむけ
て見直し検討中

➢MELがGSSI取得、国際標準に対応
した認証取得の増加 (漁業 19, CoC 
114)

➢MSC(12)とASC(14)の取得増加

新漁業法施行に関連した制度変革

漁業法改正と関連する施策の推進により、オリパラ調達基準策定時に指摘
された点のいくつかは解決される見込み



国内における水産物認証の取得状況



我が国の水産業の持続性から注目すべき最近の問題

➢ IUU (Illegal, Unreported, Unregulated) 漁業
資源量推定精度の低下(無報告)と、漁業管理施策の無力化(無規制)

三陸沖・日本海などEEZ外での中国船の漁獲

➢ 急速な地球温暖化による水生生物の分布回遊域の変化

漁業管理は、過去の情報から将来を予測して、漁獲圧を制御

産卵域や生育場の変化は、過去の情報を基にした予測を困難に

➢ 水産物消費の低下
少子高齢化と嗜好性変化に伴う国内水産物消費の低下は、魚

価の低迷・漁獲量の減少・漁村の崩壊を促進

➢ 生息環境の破壊
沿岸域の藻場・干潟の喪失

➢ 中国等の遠洋漁業における奴隷的な労働環境
海外生産物のトレーサビリティ重視の促進

➢ 養殖生産の拡大と水産におけるアニマルウェルフェア
特に水揚げ時の取扱いや、欧米における活け作り文化への嫌悪


